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Ⅰ 租税滞納の状況

１ 令和４年度租税滞納状況の概要

２ 新規発生滞納額

３ 滞納発生割合

４ 整理済額
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６ （参考）主要税目別の租税滞納状況

Ⅱ 滞納の未然防止及び整理促進に関する取組

１ 滞納の未然防止に関する取組

・ 「納税に関する総合案内」による広報・周知

・ 多様な納付手段の提供

・ 「予納ダイレクト」による納税資金の準備の
呼び掛け

・ 個々の納税者に対する納付指導

２ 滞納の整理促進に関する取組

・ 徴収決定後、翌年度末までの整理状況

・ 納税コールセンターにおける滞納整理状況

・ 悪質・処理困難事案に対する滞納整理等

・ 公売の実施状況
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１ 令和４年度租税滞納状況の概要

（単位：億円）

国税庁では、適正かつ公平な徴収を実現するため、期限内収納の確保に努めるとともに、滞納と
なったものについては、納税者個々の実情を踏まえながら、法令等に基づき、納税緩和措置の適用や
滞納処分を実施するなどして確実な徴収に努めています。

（注）滞納とは、国税が納期限までに納付されず、督促状が発付されたものをいいます。

（注）１ 括弧内の数値は、対前年度比です。
２ 地方消費税を除いています。
３ 令和５年４月及び５月に督促状を発付した滞納のうち、その国税の所属年度（納税義務が成立した日の属する年度）が令和４年度所属となるものを含んでいます。
４ 各々の計数で四捨五入をしているため、合計が一致しない場合があります（次頁以降も同様。）。

Ⅰ 租税滞納の状況

令和４年度の滞納整理においても、滞納者個々の実情に即しつつ、法令等に基づき適切に対応しました。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響により納税が困難な方に対しては、法令等に基づき、納税の猶予等の

納税緩和措置を迅速かつ柔軟に適用してきました。
また、期限内に納税した納税者との公平性の確保を図る観点から、納付約束の不履行を繰り返すなど、納税に

対する誠実な意思が認められない滞納事案については、捜索や差押え、公売等の滞納処分を適時・適切に実施す
るなど、厳正かつ毅然とした対応を行ってきました。

【令和４年度租税滞納状況】
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令和４年度における新規発生滞納額は、7,196億円となっており、令和３年度と比較すると、331億円
（▲4.4%）減少しました。

なお、新規発生滞納額は、ピーク時（平成４年度）の約４割となっています。
（注）平成４年度の新規発生滞納額は、１兆8,903億円

２ 新規発生滞納額 ʷ新規発生滞納額は7,196億円で、ピーク時（平成４年度）の約４割ʷ

○ 新規発生滞納額の推移

(注) 地方消費税を除いています。 3



３ 滞納発生割合

令和４年度における滞納発生割合は、1.0%となりました。
（注）滞納発生割合とは、徴収決定済額（申告などにより課税されたものの額）に占める新規発生滞納額の割合をいいます。

ʷ滞納発生割合は1.0%で、引き続き、低水準で推移ʷ

(注) 地方消費税を除いています。

令元

徴収決定済額 新規発生滞納額 滞納発生割合（％）

600,000

○ 滞納発生割合の推移（過去10年）
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(注) 地方消費税を除いています。

４ 整理済額

令和４年度における整理済額は、7,104億円となっており、令和３年度と比較すると148億円（＋2.1%）増加
しました。

ʷ整理済額は7,104億円で、前年度より増加ʷ

○ 整理済額の推移
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(注) 地方消費税を除いています。

５ 滞納整理中のものの額（滞納残高）

令和４年度における滞納整理中のものの額は、8,949億円となっており、令和３年度と比較すると、91億円
（＋1.0%）増加しました。

なお、滞納整理中のものの額は、ピーク時（平成10年度）の約３割となっています。
（注）平成10年度の滞納整理中のものの額は、２兆8,149億円

ʷ滞納整理中のものの額は8,949億円で、ピーク時
（平成10年度）の約３割ʷ

○ 滞納整理中のものの額の推移
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６ （参考）主要税目別の租税滞納状況

（注）１ 括弧内の数値は、対前年度比です。
２ 上記の計数は、国税の滞納状況を示したものであるため、地方消費税を除いています。

ただし、地方税法附則第９条の４の規定により、当分の間、国が消費税の賦課徴収と併せて地方消費税の賦課徴収を行うものとされていることから、「全税目合計」欄及び「消費税」欄
の外書として、地方消費税の滞納状況を示しています。
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Ⅱ 滞納の未然防止及び整理促進に関する取組

１ 滞納の未然防止に関する取組

国税庁では、適正かつ公平な徴収を実現するため、納税者の方に期限内に納付していただけるよう、以下の
ような滞納の未然防止策に取り組んでいます。

＜「納税に関する総合案内」による広報・周知＞
 令和５年５月、国税庁ホームページに「納税に関する総合案内」を開設しました。
 「納税に関する総合案内」では、納税手続に関する情報を知りたい方、計画的な納税（資金の積立て）を検討さ

れている方、国税を納期限までに納付することが困難な方など、ご覧になる方のニーズに沿って、簡単に情報が
取得できるよう、納税に関する情報をご案内しています。

 また、SNSを活用して納期限や振替期日などの事前周知を実施しているほか、地方公共団体、税理士会、関係民
間団体、業界団体等の協力を得て、各種広報媒体や説明会などの機会を活用し、期限内納付のための周知を実施
しています。

＜X（旧Twitter）による周知＞
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＜多様な納付手段の提供＞
 国税庁では、多様な納付手段を提供するなど、納税者の方々が納付しやすい環境の整備に努めています。
 また、納税者利便の向上と現金管理等に伴う社会全体のコストを縮減する観点から、非対面のキャッシュレス納
付（振替納税、ダイレクト納付（e-Taxによる口座振替）、インターネットバンキング等による電子納税、クレ
ジットカード納付、スマホアプリ納付）の利用拡大に取り組んでいます。
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＜「予納ダイレクト」による納税資金の準備の呼び掛け＞
 国税庁では、スマホなどから簡単な操作で手続が完了する「予納ダイレクト」による納税資金の準備をお勧めし

ており、税理士会、関係民間団体及び業界団体を通じた広報・周知を行っています。
 「予納ダイレクト」は、①将来に納付が見込まれる国税を、②e-Taxに登録した預貯金口座からの引き落としに

より、③指定した期日に予（あらかじ）め納付できる手続です。
 「予納ダイレクト」をご利用いただくことで、申告時に一括で納税資金を準備する負担を軽減できるメリットが

あります。
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＜個々の納税者に対する納付指導＞
 国税庁では、最近の納付の際、納期限に遅れて納付された方を対象として、次回の納期限の前に、はがきや電話

により納期限をお知らせし、期限内納付を指導しています【期限前納付指導】。
 また、納期限後に納付の確認が取れない方（当月中に督促状が発送され滞納となる見込みの方）を対象として、

電話などにより、早期に納付していただくよう指導しています【督促前納付指導】。

納期限

督促（滞納発生）

申告

【期限前納付指導】

税務署や納税コールセンターにおいて、年間約20万
者の方に対して実施しています。

【督促前納付指導】

税務署や納税コールセンターにおいて、年間約20～

30万者の方に対して実施しています。
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＜徴収決定後、翌年度末までの整理状況＞
例えば、令和３年度の徴収決定済額（申告等により課税されたものの額）については、98.9％が滞納になること

なく納付されており、滞納となったものについても、そのほとんどが比較的短期間で徴収され、令和４年度末時点
では99.8％が徴収されています。

２ 滞納の整理促進に関する取組

滞納となった国税については、期限内の国税の納付を行っている大多数の納税者との間の公平性を確保する観
点から、早期徴収に努めています。

【令和３年度徴収決定済額】

滞納発生額 7,527億円（1.1％）

督促前収納額 70兆3,139億円（98.9％）

発生した滞納（7,527億円）の処理状況

令和３・４年度に整理済
（6,194億円）0.9％

滞納整理中
（1,333億円）0.2％

12



＜納税コールセンターにおける滞納整理状況＞
 新規に発生した滞納事案は、納税コールセンターで幅広く所掌して、システムを活用した電話催告等を実施する

ことにより、効果的・効率的な滞納整理を行っています。
 令和４年７月から令和５年６月末までに各国税局（所）の納税コールセンターで催告対象となった835千者のう

ち、完納に至ったのは613千者（73.4％）、納付誓約中の者が83千者（10.0％）となっています。

署へ返戻
82千者
（9.8％）

催告中
56千者
（6.8％）

納付誓約
83千者

（10.0％）

完納
613千者
（73.4％）

「完納」・「納付誓約」が全体の約８割

催告対象
835千者
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《事案の概要》 《概要図》

① 滞納法人の代表者は、知人Aが滞納法人の事業を個人事業と
して引き継いだように装い、取引先に対してA名義で工事代
金を請求し、Aに対する売掛金の支払として小切手を振り出
させるなどした。

② 代表者は、取引先に振り出させた小切手を銀行に持ち込んで
現金化し、代表者の居所にある金庫で保管していた。

③ 国税当局（徴収職員）は、上記の行為が滞納法人に対する滞
納処分の執行を免れる目的でされた財産の隠蔽に該当すると
判断し、滞納法人及び代表者を国税徴収法違反（滞納処分免
脱罪）で告発した。

年度 平30 令元 ２ ３ ４

件数 12 ９ ８ ４ ７

人員 29 17 13 ７ 12

(注) 「件数」は告発した滞納事案の件数、「人員」は告発した自然人及び法人の実人員。

【滞納処分免脱罪の告発状況】

【事例】
滞納処分の執行を免れるため、知人に事業を引き継いだように装い、取引先に対し、知人宛の小切手を振り出さ

せるなどして財産を隠蔽した行為について、国税徴収法違反（滞納処分免脱罪）により告発した事例

〇滞納処分免脱罪による告発

財産の隠蔽等により国税の徴収を免れようとする悪質な事案に対しては、滞納処分免脱罪の告発を行うなど、特
に厳正に対処しており、令和４年度においては、７件（12人(社)）の事案を告発しました。

知人A

取引先

①A名義で請求

①小切手の振出し

②支払 金融機関

滞納法人

代表者

＜悪質・処理困難事案に対する滞納整理等＞

②小切手の持込み

国税当局

③告発
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《事案の概要》 《概要図》

① 滞納法人の実質代表者であるＡは、滞納法人に対して貸付金債
権を有していた。

② 滞納法人は、所有する唯一の財産である不動産を訴外法人へ売
却し、事実上廃業した。

③ 売却の翌日、Ａは、滞納法人から貸付金債権の一部の弁済を受
けた。

④ 国は、当該弁済はＡと滞納法人が通謀して他の債権者を害する
意図をもってされたものであり、債権者を害する行為に該当す
るとして、詐害行為取消訴訟を提起した。

年度 期首
係属

提起
終結 期末

係属名義変更
詐害行為 差押債権取立 供託金取立等 その他

（債権届出等） 合計

平30 37 5 11 13 122 151 146 42
令元 42 3 7 8 97 115 130 27
２ 27 1 3 8 90 102 104 25
３ 25 2 5 7 101 115 109 31
４ 31 2 9 3 123 137 132 36

【原告訴訟の処理状況】

【事例】
滞納法人から元代表者への弁済が、債権者を害する行為に該当するとして、詐害行為取消訴訟を提起した事例

〇原告訴訟の積極的な提起

通常の滞納整理の手法では処理進展が図られない事案については、詐害行為取消訴訟等を提起するなど、訴訟手
法を活用した滞納整理にも取り組んでおり、令和４年度においては、137件の原告訴訟を提起しました。

滞納法人

被告:実質代表者A

訴外法人②不動産売却

③弁済

①貸付金
債権

②売却代金

④詐害行為取消訴訟

（単位：件）

国税当局
（原告:国）
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事務年度 平30 令元 ２ ３ ４

要請件数 13 29 ９ 20 15

【徴収共助の要請状況】

《事案の概要》 《概要図》

① 滞納者は、日本法人に勤務するX国籍の者であり、給与等につ
いて確定申告を行ったが、その国税を納付せずに出国し、居住
地をX国に移した。

② 日本国内の財産について滞納処分を行ったものの、滞納額が一
部残った。これを受けて、国税当局は、租税条約に基づき、滞
納者の居住地国（X国）の税務当局に対して、徴収共助の要請
を行った。

③ X国の税務当局が滞納者に催告を行ったところ、滞納者からX
国の税務当局に滞納国税全額の納付があった。

④ その後、X国の税務当局から納付額の送金があり、滞納国税の
全額を徴収することができた。

【事例】
国税を滞納したまま出国した滞納者について、租税条約に基づき、滞納者の居住地国の税務当局に対して徴収共

助の要請を行い、滞納国税の全額を徴収した事例

〇徴収共助の確実な要請

海外への財産の移転などによる国際的な滞納事案に対しては、租税条約に基づく
徴収共助の要請を確実に行うなど、積極的に取り組んでいます。

令和４事務年度において、日本から徴収共助を要請した件数は15件、また、徴収
共助の要請により徴収した金額は約9,700万円です。

滞納者
（Ｘ国籍）

Ｘ国の税務当局

日本 X国

国税当局

③催告

②徴収共助の要請

①X国に出国

③納付

④送金

（単位：件）

・「徴収共助」とは
租税債権の徴収において執行管轄

権という制約がある中で、各国の税
務当局が、相互主義の下、互いに条
約相手国の租税債権を徴収する枠組
みです。

◆徴収共助制度を活用した取組のご紹介
Web-TAX-TV（国税庁ホームページ）におい

て、海外に財産を移転させ納税を免れようとす
る悪質な滞納事案に対し、租税条約に基づく徴
収共助制度を活用した徴収に取り組む徴収官の
仕事をドラマ仕立てで紹介しています。 16



〇第二次納税義務の賦課

本来の納税義務者から租税の全部又は一部を徴収することができない場合に、一定の要件に該当するときは、
その納税義務者と特殊な関係にある者等を第二次納税義務者とし、その者に本来の納税義務者の納税義務に代わ
る義務を負担させることによって、租税の徴収確保を図っています。

《事案の概要》 《概要図》

① 滞納法人は、滞納発生後、既に廃業して納付が困難であると
の申出をしていたが、調査の結果、代表者が滞納法人の資金
を私的に流用していたことが認められたことから、代表者に
対し第二次納税義務を賦課し納付を求めた。

② 第二次納税義務を賦課した後も、代表者は納付意思を示さず、
税務署に対して反社会的勢力者の名刺を同封した抗議文を送
付するなど、執拗な脅迫等を行った。

③ これらの行動に組織として厳正に対処すべく、脅迫罪につい
て警察当局に相談するとともに、警察官の立会いの下、代表
者宅の捜索を行うなどし、さらに調査を進めた。

④ その結果、流用した資金で得た財産を無償で妻に譲渡してい
たことを把握したことから、代表者妻に対しても第二次納税
義務を賦課した。その後、代表者妻から滞納国税全額の納付
があった。

滞納法人 代表者 代表者妻

代表者宅

警察官

①第二次納税義務
の賦課

④第二次納税義務
の賦課

②脅迫・抗議

③捜索

③捜索の
立会人

購入

国税当局

①資金流出

【事例】
滞納法人の資金を私的流用していた代表者等に対して第二次納税義務を賦課したほか、警察当局と連携し、代表

者宅の捜索を行うなど、厳正に対処し、滞納国税の全額を徴収した事例

無償
譲渡
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＜電子入札制度の概要＞

〇令和５年４月、公売における電子入札制度が開始

滞納処分により差し押さえた財産について、入札や競り売りの方法により公売を実施し、売却した代金を滞納
国税に充てています。

なお、公売手続については、従来実施しているインターネットを利用する方法による期間競り売り（インター
ネット公売）に加え、令和５年４月から、インターネットを利用する方法による入札（電子入札）を開始したほ
か、国税局や税務署の掲示板に紙媒体で掲示していた公売公告を公売情報ホームページにも併せて掲載するなど、
電子化に取り組んでいます。

＜公売の実施状況＞

＜公売による売却事例＞

１ 自動車（アストンマーティン） ２ ネックレス

３ 腕時計 ４ ウイスキー

◆公売情報ホームページ◆

◆公売情報ホームページ ◆マイナポータル（個人の方のみ）

公売情報ホームページ又はマイナポータルから
ログインすることで、ご利用いただけます。
※ e-Taxの利用者情報登録が必要となります。

入札期間中

入札必要書類等
提出

開札期日後

最高価申込者等
への連絡

情報入力
及び

PDF等データ提出

入札書情報
入力・提出 メール連絡

マイページ閲覧
公売物件検索

開札
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